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（1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 税引前四半期利益
当社に帰属する

四半期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年度第3四半期 9,716,856 1.5 1,486,187 △2.3 1,556,842 1.8 1,011,115 △2.1

2022年度第3四半期 9,572,594 7.3 1,520,829 △1.2 1,529,910 △1.5 1,032,527 0.2

(注)当社に帰属する四半期包括利益 2023年度第3四半期 1,301,621百万円 (31.3%) 2022年度第3四半期 991,576百万円 (△9.1%)

基本的1株当たり
当社に帰属する

四半期利益

希薄化後1株当たり
当社に帰属する

四半期利益

円 銭 円 銭

2023年度第3四半期 11.89 －

2022年度第3四半期 11.78 －

総資産
資本合計

（純資産）
株主資本 株主資本比率

1株当たり
株主資本

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年度第3四半期 27,244,710 10,120,645 9,234,156 33.9 109.78

2022年度 25,308,851 9,350,627 8,561,353 33.8 100.44

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年度 － 60.00 － 60.00 120.00

2023年度 － 2.50 －

2023年度（予想） 2.50 5.00

（％表示は、対前期増減率）

営業収益 営業利益 税引前当期利益
当社に帰属する

当期利益

基本的1株当たり
当社に帰属する

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 13,060,000 △0.6 1,950,000 6.6 1,880,000 3.4 1,255,000 3.5 14.80

1．2023年度第3四半期の連結業績（2023年4月1日～2023年12月31日）

（注）当社は、2023年7月1日を効力発生日として、普通株式1株につき25株の割合をもって株式分割を行っています。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、基本的1株当たり当社に帰属する四半期利益を算定しています。

（2）連結財政状態

（注）当社は、2023年7月1日を効力発生日として、普通株式1株につき25株の割合をもって株式分割を行っています。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり株主資本を算定しています。

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

当社は、2023年7月1日を効力発生日として、普通株式1株につき25株の割合をもって株式分割を行っており、2023年度及び2023年度（予

想）年間配当金は、当該株式分割を考慮した額を記載しています。なお、当該株式分割を考慮しない場合の2023年度（予想）の年間配当金

は、125.00円（第2四半期末62.50円、期末（予想）62.50円）となります。

3．2023年度の連結業績予想（2023年4月1日～2024年3月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

2023年度（予想）の基本的1株当たり当社に帰属する当期利益については、「1．2023年度第3四半期の連結業績（2023年4月1日～2023年12

月31日）(1)連結経営成績（累計）」に注記した株式分割を考慮した額を記載しています。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年度3Q 90,550,316,400株 2022年度 90,550,316,400株

②  期末自己株式数 2023年度3Q 6,433,625,507株 2022年度 5,313,944,350株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年度3Q 85,028,855,662株 2022年度3Q 87,652,276,500株

※  注記事項

（1）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（2）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  IFRSにより要求される会計方針の変更  ：有

②  ①以外の会計方針の変更              ：無

③  会計上の見積りの変更                ：無

（3）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2023年7月1日を効力発生日として、普通株式1株につき25株の割合をもって株式分割を行っています。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、発行済株式数（普通株式）を算定しています。

期末自己株式数には役員報酬BIP信託が保有する当社株式（2023年度3Q 23,303,000株、2022年度 25,836,650株）が含まれていま

す。 また、役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　業績予想の前提となる条件及び業績予想ご利用にあたっての注意事項等については、次のとおりとなります。

　本資料に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行

った判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。また、過去に確定し正確に

認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもし

くは算定したものです。将来の予測及び将来の見通しに関する記述に本質的に内在する不確定性・不確実性及び今後

の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフ

ォーマンス及び成果は、本資料に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述と異なる可能性があります。

　当社は、2024年2月8日（木）に機関投資家・アナリスト向けに決算説明会を開催いたします。その模様及び説明内

容については、当日使用する資料とともに、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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1．サマリー情報（注記事項）に関する事項

(1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更

　NTTグループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要性のある会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の

連結財務諸表において適用した会計方針と同一です。

IAS第12号「法人所得税」の改訂

　NTTグループは、当連結会計年度より、単一の取引から生じた資産及び負債に係る繰延税金の会計処理の明確化を行

ったIAS第12号「法人所得税」の改訂を適用しています。なお、当該基準書の適用による要約四半期連結財務諸表への

重要な影響はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度末
(2023年3月31日)

当第3四半期
連結会計期間末
(2023年12月31日)

増減(△)

（資産の部）

流動資産

現金及び現金同等物 793,920 945,045 151,125

営業債権及びその他の債権 4,186,375 4,471,232 284,857

その他の金融資産 98,653 108,243 9,590

棚卸資産 517,409 559,809 42,400

その他の流動資産 919,016 1,039,578 120,562

小計 6,515,373 7,123,907 608,534

売却目的で保有する資産 139,495 100,961 △38,534

流動資産合計 6,654,868 7,224,868 570,000

非流動資産

有形固定資産 9,717,103 10,004,283 287,180

使用権資産 718,531 796,008 77,477

のれん 1,283,448 1,682,661 399,213

無形資産 2,122,874 2,166,898 44,024

投資不動産 1,242,591 1,265,126 22,535

持分法で会計処理されている投資 446,569 440,580 △5,989

その他の金融資産 1,241,331 1,826,757 585,426

繰延税金資産 940,196 844,644 △95,552

その他の非流動資産 941,340 992,885 51,545

非流動資産合計 18,653,983 20,019,842 1,365,859

資産合計 25,308,851 27,244,710 1,935,859

2．要約四半期連結財務諸表

(1)要約四半期連結財政状態計算書
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（単位：百万円）

前連結会計年度末
(2023年3月31日)

当第3四半期
連結会計期間末
(2023年12月31日)

増減(△)

（負債及び資本の部）

流動負債

短期借入債務 1,840,381 2,786,681 946,300

営業債務及びその他の債務 2,807,286 2,554,209 △253,077

リース負債 205,074 187,197 △17,877

その他の金融負債 30,200 59,765 29,565

未払人件費 567,166 450,428 △116,738

未払法人税等 243,306 223,330 △19,976

その他の流動負債 1,143,518 1,113,743 △29,775

小計 6,836,931 7,375,353 538,422

売却目的で保有する資産に直接関連

する負債
3,055 4,819 1,764

流動負債合計 6,839,986 7,380,172 540,186

非流動負債

長期借入債務 6,390,155 6,878,970 488,815

リース負債 714,923 810,261 95,338

その他の金融負債 148,431 125,064 △23,367

確定給付負債 1,362,262 1,390,962 28,700

繰延税金負債 143,326 156,190 12,864

その他の非流動負債 359,141 382,446 23,305

非流動負債合計 9,118,238 9,743,893 625,655

負債合計 15,958,224 17,124,065 1,165,841

資本

株主資本

資本金 937,950 937,950 －

利益剰余金 8,150,117 8,730,476 580,359

自己株式 △737,290 △930,897 △193,607

その他の資本の構成要素 210,576 496,627 286,051

株主資本合計 8,561,353 9,234,156 672,803

非支配持分 789,274 886,489 97,215

資本合計 9,350,627 10,120,645 770,018

負債及び資本合計 25,308,851 27,244,710 1,935,859
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（単位：百万円）

 前第3四半期連結累計期間
(2022年 4月 1日から

　2022年12月31日まで)

 当第3四半期連結累計期間
(2023年 4月 1日から

　2023年12月31日まで)
増 減（△）

営業収益 9,572,594 9,716,856 144,262

営業費用

人件費 2,061,605 2,174,508 112,903

経費 4,643,357 4,677,578 34,221

減価償却費 1,176,675 1,201,877 25,202

固定資産除却費 68,783 71,068 2,285

減損損失 236 1,577 1,341

租税公課 101,109 104,061 2,952

営業費用合計 8,051,765 8,230,669 178,904

営業利益 1,520,829 1,486,187 △34,642

金融収益 45,670 141,375 95,705

金融費用 61,857 93,713 31,856

持分法による投資損益 25,268 22,993 △2,275

税引前四半期利益 1,529,910 1,556,842 26,932

法人税等 431,804 502,082 70,278

四半期利益 1,098,106 1,054,760 △43,346

当社に帰属する四半期利益 1,032,527 1,011,115 △21,412

非支配持分に帰属する四半期利益 65,579 43,645 △21,934

当社に帰属する1株当たり四半期利益

基本的1株当たり四半期利益（円）
※ 11.78 11.89

(2)要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

【要約四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

※当社は、2023年7月1日を効力発生日として、普通株式1株につき25株の割合をもって株式分割を実施しています。前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、基本的1株当たり当社に帰属する四半期利益を算定していま

す。
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（単位：百万円）

 前第3四半期連結累計期間
(2022年 4月 1日から

　2022年12月31日まで)

 当第3四半期連結累計期間
(2023年 4月 1日から

　2023年12月31日まで)
増 減（△）

四半期利益 1,098,106 1,054,760 △43,346

その他の包括利益（税引後）

損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値測定

する金融資産の公正価値変動額
△69,502 142,149 211,651

持分法適用会社のその他の包括利益に

対する持分
△58 889 947

確定給付制度の再測定 △19 402 421

損益に振り替えられることのない項目

合計
△69,579 143,440 213,019

損益に振り替えられる可能性のある項目

キャッシュ・フロー・ヘッジ △43,689 18,265 61,954

ヘッジ・コスト 6,565 8,104 1,539

外貨換算調整額 104,912 144,367 39,455

持分法適用会社のその他の包括利益に

対する持分
9,701 15,321 5,620

損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
77,489 186,057 108,568

その他の包括利益（税引後）合計 7,910 329,497 321,587

四半期包括利益合計 1,106,016 1,384,257 278,241

当社に帰属する四半期包括利益 991,576 1,301,621 310,045

非支配持分に帰属する四半期包括利益 114,440 82,636 △31,804

【要約四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

株主資本

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の構
成要素

合計

2022年3月31日 937,950 － 7,293,915 △226,459 277,050 8,282,456 735,676 9,018,132

四半期包括利益

四半期利益 － － 1,032,527 － － 1,032,527 65,579 1,098,106

その他の包括利益 － － － － △40,951 △40,951 48,861 7,910

四半期包括利益合計 － － 1,032,527 － △40,951 991,576 114,440 1,106,016

株主との取引額等

剰余金の配当 － － △419,525 － － △419,525 △19,171 △438,696

利益剰余金への振替 － 46,517 △47,370 － 853 － － －

自己株式の取得及び処分 － 3 － △382,170 － △382,167 － △382,167

支配継続子会社に対する持分変動 － △37,854 － － － △37,854 △52,277 △90,131

株式に基づく報酬取引 － △5,559 － － － △5,559 △243 △5,802

非支配持分へ付与されたプット・

オプション
－ △2,837 － － － △2,837 △1,743 △4,580

その他 － △270 △590 － － △860 △541 △1,401

株主との取引額等合計 － － △467,485 △382,170 853 △848,802 △73,975 △922,777

2022年12月31日 937,950 － 7,858,957 △608,629 236,952 8,425,230 776,141 9,201,371

（単位：百万円）

株主資本

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の構
成要素

合計

2023年3月31日 937,950 － 8,150,117 △737,290 210,576 8,561,353 789,274 9,350,627

四半期包括利益

四半期利益 － － 1,011,115 － － 1,011,115 43,645 1,054,760

その他の包括利益 － － － － 290,506 290,506 38,991 329,497

四半期包括利益合計 － － 1,011,115 － 290,506 1,301,621 82,636 1,384,257

株主との取引額等

剰余金の配当 － － △417,438 － － △417,438 △19,460 △436,898

利益剰余金への振替 － 15,762 △11,307 － △4,455 － － －

自己株式の取得及び処分 － 8 － △193,607 － △193,599 － △193,599

支配継続子会社に対する持分変動 － △9,751 － － － △9,751 35,820 26,069

株式に基づく報酬取引 － △1,888 － － － △1,888 △733 △2,621

非支配持分へ付与されたプット・

オプション
－ △3,243 － － － △3,243 △381 △3,624

その他 － △888 △2,011 － － △2,899 △667 △3,566

株主との取引額等合計 － － △430,756 △193,607 △4,455 △628,818 14,579 △614,239

2023年12月31日 937,950 － 8,730,476 △930,897 496,627 9,234,156 886,489 10,120,645

(3)【要約四半期連結持分変動計算書】

前第3四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年12月31日まで）

当第3四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年12月31日まで）
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(4)継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(5)後発事象

マネックスグループ・マネックス証券との資本業務提携の開始

　NTTドコモは、マネックスグループ株式会社及びマネックス証券株式会社（以下、「マネックス証券」）と2023年

10月4日付で締結した資本業務提携契約に基づき、2024年1月4日に一連の資本提携に関する手続きを完了し、マネッ

クス証券の株式移転にて設立した中間持株会社であるドコモマネックスホールディングス株式会社（以下、「ドコ

モマネックスホールディングス」）の株式及び議決権割合の49％を取得しました。そのほか、取締役の過半数を指

名する権利をNTTドコモが有することなどから、ドコモマネックスホールディングス及びその子会社であるマネック

ス証券は、NTTドコモの子会社となりました。取得対価は総額で486億円であり、対価は現金です。なお、現時点に

おいて当該企業結合の当初の会計処理が完了していないため、詳細な情報は開示していません。
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